通所介護における「宿泊サービス」について
１　指針の概要
　　平成２７年度の介護報酬改定において，指定通所介護事業所等の設備を利用した夜間及び深夜の指定通所介護等以外のサービス（いわゆる「宿泊サービス」）の提供に関する指針（※１）が策定されました。この指針が策定された趣旨としては，介護保険外の自主事業である「宿泊サービス」について，利用者保護の観点からサービスの最低限の質を確保するために届出制度を導入するとともに，事故報告の仕組みを構築したものです。
　※１指針：指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員，設備及び運営に関する指針について
　　　　　（平成２７年４月３０日老振発第０４３０第１号・老老発第０４３０第１号・老推発第０４３０第１号　厚生労働省老健局振興課長，老人保健課長，高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室長）
２　人員・設備の指針について（概要）
	人　　　員
	●宿泊サービス従業者は，宿泊サービスの提供内容に応じ必要数を確保することとし，宿泊サービス提供時間帯を通じて，夜勤職員として介護職員又は看護職員（看護師又は准看護師）を常時１人以上確保すること
●食事の提供を行う場合は，食事の介助等に必要な員数を確保すること
●緊急時に対応するための職員の配置又は提供時間帯を通じた連絡体制の整備を行うこと
●宿泊サービス従業者の中から責任者を定めること

	設　備　等
	利用定員
	当該指定通所介護事業所等の運営規程に定める利用定員の２分の１以下かつ９人以下とすること

	
	宿泊室
	●定員は，１室あたり１人（ただし，処遇上必要と認められる場合は，２人とすることができる）
●床面積は，個室については１室あたり７．４３㎡以上
●個室以外の宿泊室は，１人あたり７．４３㎡以上とし，利用者のプライバシーが確保された構造とする
※パーテーションや家具などで視線の遮断が必要（カーテンは不可）

	
	消防設備
	消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置する
※スプリンクラーや自動火災報知設備等について，平成２７年４月１日に消防法が改正され，設置が義務づけられました。詳細は，最寄りの消防署に確認してください。


※詳細については，指針を確認してください。（介護保険最新情報Vol.４７０参照）
３　宿泊サービスの届出について
　　平成２７年５月に出された県通知（※２）により，「宿泊サービス」を行っている事業所及びこれから行う予定の事業所については，平成２８年３月３１日までは県に，平成２８年４月１日以降は，事業所所在の市町村に届出書等を提出していただくことになります。
　　平成２８年４月１日から地域密着型通所介護に移行する事業所で，既に「宿泊サービス」の届出を県に行っている場合は，再度届出いただく必要はありません。
　※２県通知：指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員，設備及び運営に関する指針の策定に伴う届出について（平成２７年５月１１日長福第３３５号　茨城県保健福祉部長寿福祉課長）
	　届出の際の提出書類
　　・指定通所介護事業所等における宿泊サービスの実施に関する届出書
　　・平面図（利用者を宿泊させる場所をマーカー等で図示し，床面積を記載してください）
　　・宿泊サービスの運営規程
　　・宿泊サービスの苦情処理の体制


　※上記の提出書類等の様式は，変更される場合があります。その際には改めてお知らせいたします。
　　また，厚生労働省の介護サービス情報公表システムにおいても，「宿泊サービス」に関するシステム改修が行われ，報告することが義務づけられています。まだ報告が済んでいない事業所においては，同システムにログインし報告してください。
資料　３
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